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１．背景 労働基準法等の一部を改正する法律案の概要

1

長時間労働を抑制するとともに、労働者が、その健康を確保しつつ、創造的な能力を発揮しながら効率的に働くことができる
環境を整備するため、労働時間制度の見直しを行う等所要の改正を行う。

（１） 中小企業における月60時間超の時間外労働に対する割増賃金の見直し
• 月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。（３年後実施）

（２） 著しい長時間労働に対する助言指導を強化するための規定の新設
• 時間外労働に係る助言指導に当たり、「労働者の健康が確保されるよう特に配慮しなければならない」旨を明確にする。

（３） 一定日数の年次有給休暇の確実な取得
• 使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする

（労働者の時季指定や計画的付与により取得された年次有給休暇の日数分については指定の必要はない）。

（４）企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組促進（※労働時間等の設定の改善に関する特別措置法の改正）

• 企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組を促進するため、企業全体を通じて一の労働時間等設定改善企業委員会の決

議をもって、年次有給休暇の計画的付与等に係る労使協定に代えることができることとする。

Ⅰ 長時間労働抑制策・年次有給休暇取得促進策等

（１） フレックスタイム制の見直し
• フレックスタイム制の「清算期間」の上限を１か月から３か月に延長する。

（２） 企画業務型裁量労働制の見直し
• 企画業務型裁量労働制の対象業務に「課題解決型提案営業」と「裁量的にPDCAを回す業務」を追加するとともに、対象者の健康確保措

置の充実や手続の簡素化等の見直しを行う。

（３） 特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）の創設
• 職務の範囲が明確で一定の年収（少なくとも1,000万円以上）を有する労働者が、高度の専門的知識を必要とする等の業務に従事する

場合に、健康確保措置等を講じること、本人の同意や委員会の決議等を要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用

除外とする。

• また、制度の対象者について、在社時間等が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受けさせな

ければならないこととする。（※労働安全衛生法の改正）

Ⅱ 多様で柔軟な働き方の実現

施行期日：平成２８年４月１日 （ただし、Ⅰの（１）については平成３１年４月１日）

※平成27年4月3日閣議決定
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施行期日 Ⅰ：公布日（平成３０年７月６日）
Ⅱ：平成３１年４月１日（中小企業における時間外労働の上限規制に係る改正規定の適用は令和２年４月１日、１の中小企業における割増賃金率の見直しは令和５年４月１日）
Ⅲ：令和２年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は令和３年４月１日）

※（衆議院において修正）改正後の各法の検討を行う際の観点として、労働者と使用者の協議の促進等を通じて、労働者の職業生活の充実を図ることを明記。

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、 多様で柔軟な
働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等のための措置を講ずる。

働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」（閣議決定）を定めることとする。(雇用対策法)

※（衆議院において修正）中小企業の取組を推進するため、地方の関係者により構成される協議会の設置等の連携体制を整備する努力義務規定を創設。

Ⅰ 働き方改革の総合的かつ継続的な推進

１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働

含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。
（※）自動車運転業務、建設事業、医師等について、猶予期間を設けた上で規制を適用等の例外あり。研究開発業務について、医師の面接指導を設けた上で、適用除外。

・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。また、使用者は、10日以上の年次有給
休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする。

・高度プロフェッショナル制度の創設等を行う。（高度プロフェッショナル制度における健康確保措置を強化）
※（衆議院において修正）高度プロフェッショナル制度の適用に係る同意の撤回について規定を創設。

・労働者の健康確保措置の実効性を確保する観点から、労働時間の状況を省令で定める方法により把握しなければならないこととする。（労働安全衛生

法）

２ 勤務間インターバル制度の普及促進等（労働時間等設定改善法）

・事業主は、前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならないこととする。
※（衆議院において修正）事業主の責務として、短納期発注や発注の内容の頻繁な変更を行わないよう配慮する努力義務規定を創設。

３ 産業医・産業保健機能の強化（労働安全衛生法等）

・事業者から、産業医に対しその業務を適切に行うために必要な情報を提供することとするなど、産業医・産業保健機能の強化を図る。

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

１ 不合理な待遇差を解消するための規定の整備（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間・有期雇用労働者に関する同一企業内における正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的

に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。併せて有期雇用労働者の均等待遇規定を整備。派遣労働者について、①派
遣先の労働者との均等・均衡待遇、②一定の要件※を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。また、これらの事項に関する

ガイドラインの根拠規定を整備。 （※）同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と同等以上の賃金であること等

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法）
短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。

３ 行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ADR）の整備
１の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ADRを整備。

Ⅲ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）の概要
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① 時間外労働の上限規制の導入
・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満
（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定。

② 中小企業における月60時間超の時間外労働に対する割増賃金の見直し
・月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。（令和５年４月１日施行）

③ 一定日数の年次有給休暇の確実な取得
・使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする
（労働者の時季指定や計画的付与により取得された年次有給休暇の日数分については指定の必要はない）。

（１）長時間労働の是正

自動車運転の業務 改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。上限時間は、年９６０時間とし、将来的な一般則の適用について引き続き検討する旨を附則に規定。

建設事業
改正法施行５年後に、一般則を適用。（ただし、災害時における復旧・復興の事業については、１か月１００時間未満・複数月平均８０時間以内の要件は適用しない。こ
の点についても、将来的な一般則の適用について引き続き検討する旨を附則に規定。）。

医師
改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。
具体的な上限時間等は省令で定めることとし、医療界の参加による検討の場において、規制の具体的あり方、労働時間の短縮策等について検討し、結論を得る。

鹿児島県及び沖縄県に
おける砂糖製造業

改正法施行５年間は、１か月１００時間未満・複数月８０時間以内の要件は適用しない。（改正法施行５年後に、一般則を適用）

新技術・新商品等の研究
開発業務

医師の面接指導（※）、代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、時間外労働の上限規制は適用しない。
※時間外労働が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受けさせなければならないこととする。（労働安全衛生法の改正）

限度時間
１か月４５時間

１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間＝１２か月

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限
（原則）

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満（休日
労働含む）

１年間＝１２か月

年間６か月まで

Ⅱ 長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等

１ 労働時間に関する制度の見直し１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）

平成27年法案と同内容

【適用猶予・除外の事業・業務】

※行政官庁は、当分の間、中小事業主に対し新労基法第36条第９項の助言及び指導を行うに当たっては、中小企業における労働時間の動向、人材の確保の状況、取
引の実態等を踏まえて行うよう配慮するものとする。（経過措置）

＜参照条文：改正後の労働基準法第36条＞

７ 厚生労働大臣は、労働時間の延長及び休日の労働を適正なものとするため、第一項の協定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項、当該労働時間の延長に係る
割増賃金の率その他の必要な事項について、労働者の健康、福祉、時間外労働の動向その他の事情を考慮して指針を定めることができる。

９ 行政官庁は、第七項の指針に関し、第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代表する者に対し、必要な助言及び指導を行うことができる。

平成27年法案と同内容
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１．背景(参考) 「自動車運転者の労働時間等の改善に関する基準」（改善基準告示）について

「自動車運転者の労働時間等の改善に関する基準」（改善基準告示）は、トラックなどの自動車運転者について、労働時間等の労働
条件の向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規制が難しい拘束時間（始業から終業ま
での時間(休憩時間を含む))、休息期間(勤務と勤務の間の自由な時間)、運転時間等の基準を、平成元年に大臣告示として制定。

・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約の
採択（昭和54年）

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

○ 拘束時間【始業から終業までの時間（休憩時間を含む。） 】 トラックの場合、原則として１日13時間（延長する場合でも16時間） 、１箇月293時

間など

○ 休息期間【勤務と勤務の間の自由な時間】 原則として継続8時間以上

○ 運転時間 トラックの場合、２日を平均し１日当たり ９時間、 ２週間を平均し１週間当たり44時間

○ 連続運転時間 トラックの場合、４時間以内

※その他、分割休息期間、2人乗務、隔日勤務、フェリー乗船の場合の特例有り。

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

制定の経緯

内 容

労働基準監督署

国土交通省との連携

国土交通省の取組

関係労使の自主的改善努力と労働基準監督官の臨検監督等による指導

② それぞれの機関が把握した改善基準告示違反事案の相互通報
① 監督署と地方運輸機関との合同による監督・監査
② それぞれの機関が把握した改善基準告示違反事案の相互通報

過労運転防止の観点から、改善基準告示の内容を国土交通省令に取り込み、事業許可取消処分等の行政処分基準とし
て機能（トラックの場合は平成13年9月1日～）

施 行
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２．トラック輸送における長時間労働の抑制に向けたロードマップ改 平成30年11月資料
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２．トラック輸送における長時間労働の実態調査 概要
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２．トラック輸送における長時間労働の実態調査(愛媛県版) 結果概要

■調査概要 ・有効回答数 運送事業者35社 ・ドライバー94名（うち女性0名）
・調査期間 平成27年9月14日（月）～20日（日）の7日間
１．回答ドライバーの概要
・車種は大型が66.6%。
・年齢は40歳～59歳が中心となっている。
・１運行の走行距離は短・中距離運行（走行距離500km以下）が81.3%を占め、平均は332km。

２．回答事業者の概要
・保有台数21～50台が最多、次いで11～20台で平均71.0台。

３．ドライバー拘束時間の概要
・「手待ち時間がある運行」は全体の40.3%。
・手待ち時間の平均は1時間30分で、「手待ち時間がない運行」と比べて拘束時間が1時間03分長くなっている。
・短・中距離運行の平均拘束時間が11時間台であるのに対し、長距離運行の平均拘束時間は16時間を超えている。
・輸送品類別では「農水産品」や「雑工業品」で長くなっている。

４．ドライバーの拘束時間等の分析
・１運行の拘束時間が13時間を超える運行が全体の35.3%、16時間を超える運行が全体の14.4%ある。
・16時間超の割合は、「大型」、「長距離」、「雑工業品」で高くなっている。
・休息期間８時間未満の運行が全体で18.8%あり、「大型」の割合が高くなっている。
・調査日7日間のうち「休日がなかった」ドライバーが、全体の12.8%あり、「普通」の割合が高くなっている。
・連続運転時間4時間超の運行が全体で10.5%あり、「大型」、「長距離」、「農水産品」の割合が高くなっている。

５．荷役の書面化、荷役料金収受の状況
・荷役に関して書面化しているものが61.4%ある一方、事前連絡がなく現場で荷役を依頼されたものが14.5%。
・荷役料金を収受ができているのは、書面化しているもので74.2%、事前に口頭で依頼されたもので48.3%。
・事前連絡がなく現場で荷役を依頼されたものは、87.3%が荷役料金を収受できていない。
・荷役料金の収受ができていない品目は、「鉱石・砂利・砂・石材等の鉱産品」、「原木・材木等の林産品」など。

６．荷役、付帯作業の発生状況
・荷役作業の発生割合は、発荷主で40.8%、着荷主で59.2%。
・荷役作業の平均時間は、発荷主で54分、着荷主で42分。
・ドライバーの拘束時間、労働時間、運転時間等の時間について、「泊付き輸送」の方が長い傾向にある。
・ドライバーは全体の65.7%で不足しており、保有車両台数が多い事業者ほど不足感が強い。
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２．取引環境・労働時間改善に向けたパイロット事業
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２．取引環境・労働時間改善に向けたパイロット事業 愛媛その１

●複数卸しから１カ所卸しへの配車計画による拘束時間の削減
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２．取引環境・労働時間改善に向けたパイロット事業 愛媛その２

●パレット輸送や納期の調整等による拘束時間の削減
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２．取引環境・労働時間改善に向けたコンサルティング事業



２．「ホワイト物流」推進運動の概要
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２．荷待ち時間が特に長い輸送分野等における取組の推進

他の産業と比較して長時間労働・低賃金の状況にあるトラック運送業の将来の担い手を確保するためには、 荷主等の理

解・協力なども得つつ、 取引慣行上の課題も含めてサプライチェーン全体で解決を図っていく必要がある。

一方、 輸送品目によって輸送等の特性が異なる面があり、 輸送品目に応じて検討を実施することが効果的な面がある。

このため、荷待ち件数が特に多い分野等について、それぞれ課題の抽出を図るとともに、 各都道府県ごとに発着荷主及び

運送事業者が参画して長時間労働の改善を図るために実施したパイロット事業のノウハウの展開や、一部輸送分野につい

て作成した物流ガイドライン等の周知を行う。

30分以上の荷待ち時間が生じた件数（輸送品目別）

加工食品

398 
件

・現在生じている課題についての関係者間の認識の

共通化

N=3,892（件数）

建築・建設用

350金属製品
件

その他

・輸送品目ごとのサプライチェーン全体における生産

性向上等に関する課題の抽出

1515
件 紙・パルプ

339 
件

・改善策について、パイロット事業等により得られたノ

ウハウも活用しつつ関係者間で検討・検証
飲料・酒

326 
件

・改善策についての展開・浸透
プラスチック性部

品・加工品等
94 

件

米・麦・穀物

生鮮食品

98件 281件

141件 168件 182件鉄鋼厚板・金属薄板等金属

日用品 セメント・コンクリート

検討事項のイメージ
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２．輸送分野別ガイドライン(R2.5)の概要

輸送品目別の取など
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３．最近のトラック運送事業に関する取組について

輸送品目別の取など標準的な運賃について （告示：令和２年４月２４日）
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３．最近のトラック運送事業に関する取組について

輸送品目別の取など標準的な運賃の浸透に向けて
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（参考）新型コロナウィルス感染症による関係業界への影響調査（貨物自動車運送業）


